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給油所のコスト構造に関する実態調査

調査結果
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１ 趣旨
平成２１年１２月のガソリン不当廉売ガイドラインの策定・公表後，ガソリン等販売業

を取り巻く経営環境の変化等がみられることから，給油所のコスト構造を中心にガソリン
等販売業者の経営実態を把握することにより，ガソリンの不当廉売に係る政策・法執行へ
の反映の検討材料とする。

２ 調査対象
① 把握可能な全ての給油所事業を行っている事業者（約１４,０００社）を対象とし，令
和３年３月２９日付けで調査票を郵送。

② 個々の給油所のコスト構造については，運営する給油所が３か所以下の場合は全て，
運営する給油所が４か所以上の場合は，各事業者において都道府県ごとに最大３か所を
選定（１つの都道府県において４か所以上運営している場合は，販売数量が最も多い給
油所，平均的な給油所，最も少ない給油所の３つを選定）し，回答。

３ 調査内容
・ 会社概要，給油所概要
・ 損益管理の方法
・ 給油所の取引数量，金額，総販売原価を構成する各販売経費
・ 各経費項目の算出方法等
・ 決済手段，ポイント制，会費制等の導入時期

４ 有効回答数
４,９８６社

（一部の事業者については，令和元年７月～令和２年１２月に実施した異業種・広域業者
に対する調査結果を用いている。）

５ ヒアリング
７２社に対して実施

調査の概要
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給油所運営会社の概要
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給油所の概要
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【全体平均】総販売原価に占める仕入値・販管費の割合
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【全体平均】人件費を除く販管費の内訳
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ヒアリングでの御意見等

多くの事業者から，ここ１０年で増加している経費として，人件費，クレジットカード手数料が挙げられた。



94.60%
96.22%

2.03%

1.16%

3.37% 2.62%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

仕入値 人件費 人件費を除く販管費

N＝69

7

前回シミュレーション（平成30年）との比較(大規模セルフSS①)
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前回シミュレーション（平成30年）との比較(大規模セルフSS②)

調査結果
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前回シミュレーション（平成30年）との比較(中規模フルSS)

調査結果
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キャッシュレス決済，ポイント制度，有料会員制度

電子マネー

導入済
33.9%

電子マネー未導入

又は未回答
66.1%

電子マネー決済導入状況
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クレジットカード導入済
86.2%

クレジットカード未導入又

は未回答
13.8%

クレジットカード決済導入状況

N＝7199

負担あり
11.5%

負担なし
88.5%

共通ポイント還元費の負担状況

N＝7199

負担あり
7.8%

負担なし
92.2%

独自ポイント還元費の負担状況

N＝7199

あり
3.2%

なし
96.8%

有料会員制度の導入状況

N＝6690
【特典例】
◆ガソリン価格の
値引き
◆油外商品の特別
価格での販売
◆一定金額分の洗車
サービス券の提供

多くの場合は，通常ポイン
トから上乗せしてポイント
を付与する場合
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共通経費の配賦方法，本社等経費の捉え方・配賦方法

SSごとに管理し

ている

73.3%

SSごとに管理し

ていない
26.7%

ＳＳごとの損益管理の状況

N＝4854

（注）ＳＳがコンビニエンスストア，コインランドリー等
を併設している場合に，ＳＳ部分のみで損益管理を
していない場合もみられた。

区分して管理

している

40.6%区分して管理し

ていない
59.4%

燃料油と油外の区分管理

N＝3535

【捉え方（本社等経費の範囲）】

✑本社全体か否か

本社全体の経費を対象とする者，本社の管理部門等本社の一部の部門の経費を対象とする者等がみ

られた。

✑対象経費の範囲

全ての経費を対象とする者，人件費等一部の経費のみを対象とする者等がみられた。

【各ＳＳへの配賦方法】

ＳＳごとの売上，粗利額，販売数量，人数の比率に基づき配賦する者，一律の額を配賦する者，仕

入原価に算入して各ＳＳに負担させる者等がみられた。

ヒアリングでの御意見等

該当あり（本社等経

費の発生あり）
34.5%

該当なし（本社等

経費の発生なし）
65.5%

本社等経費の発生の有無

N＝4733

売上高
45.4%

売上総利益
27.5%

利用割合
20.8%

その他
6.3%

●採用された配賦基準

●同一の配賦基準を採用したか否か
すべての経費項目について同一⇒36.8％

売上高
72.9%

売上総利益
4.8%

利用割合
18.9%

その他
3.4%

【費用項目ごとに異なる基準を選択している場合の選択例】
人件費：作業時間
水道代：利用実績
クレジットカード手数料：売上高

経費の配賦方法

ヒアリングでの御意見等


